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がんの罹患による労働損失の推計
研究分担者　福田　敬（国立保健医療科学院研究情報支援研究センター　上席主任研究官）
Ａ.研究目的
がんにかかる社会的な費用は医療費だけではない。がんに罹患したことにより労働ができないことも、社会的には重要な影響として挙げられる。このような社会的費用全体を推計する方法として疾病コスト（Cost of Illness: 以下COI）研究が行われている。COI研究においては、費用を大きく直接費用（direct Cost）と間接費用（indirect Cost）に分け、さらに間接費用を死亡費用（mortality cost）と罹病費用（morbidity cost）に分けるのが一般的である。直接費用は疾患の治療にかかる費用であり、死亡費用はその疾患で早期に死亡したことによって喪失した将来所得、罹病費用は受療をするためにあるいは病気の状態であるために生じる労働損失である。
昨年度、本研究では、間接費用のうち、罹病による１年間の労働損失の推計を試みた。罹病による労働損失は、入院あるいは外来の受療による労働損失と受療日以外の労働損失が考えられるが、そのうちで、受療日以外の労働損失については、疾病であることによる就業率の低下と、就業していても仕事の能率が下がる労働生産性の低下を考慮して、一般の者に対するがんに罹患している者の就業率の比を就業率係数、また、一般の者に対するがんに罹患している者の生産力の比を生産力係数と名付け、これが変化した場合の労働損失の範囲を推計した。しかし、実際にどの程度、就業率や生産力が低下するかは不明であった。今年度は乳がん経験者を対象として、「がんと就労に関するアンケート調査」が実施されたため、そのデータの一部を活用して、乳がん経験者における罹病による労働損失の推計を行った。
Ｂ.研究方法
　推計のベースとしては、昨年度の本研究で実施した2011年度のデータを用いたがんの罹患による労働損失の推計を用いた。罹病による労働損失の推計のうち、本年度研究に関連する受療日以外の労働損失の推計方法について示す。
推計には、厚生労働省の患者調査1)、賃金構造基本統計調査2)、総務省の労働力調査3)、のいずれも2011年度の公表データを用いた。推計は疾患分類別に行ったが、その際の分類は厚生労働省の疾患中分類によった。
受療日以外で生産性が低下することによる損失を推計した。生産活動に参加する年齢は20才～69才までとした。

推計式は以下のとおりである。

受療日以外の労働損失＝（１日当たり賃金）×（総患者日数－受療日数）×（就業率）×（就業率係数）×（生産力係数）

(1) 1日当たり賃金
厚生労働省による「賃金構造基本統計調査」から、性・年齢階級（５才ごと）別の1日当たり平均賃金を把握した。
(2)総患者日数

　患者調査におけて調査当日の受療の有無を問わない総患者数が疾患分類別に推計されている。そこで総患者数が毎日存在すると仮定し、これに365日をかけて年間の総患者日数を推計した。
(3)受療日数

「患者調査」から推計患者数（調査日１日に病院、一般診療所で受療した患者の推計数）を算出し、入院は365日、外来は患者調査における総患者数の推計の際に用いられている調整係数を用い313日（＝365×6/7）を掛けて年間の延受療日数とした。
(4)就業率

「労働力調査」から、性・年齢階級別平均就業率を用いた。
(5)就業率係数・生産力係数
　がんに罹患している者は一般の者と比べて就業率が低下するものと仮定し、一般の者に対する比を就業率係数と名付けた。さらに就業していても生産力が低下する可能性があるため、これも一般の者に対する比を生産力係数と名付けた。従って、これらの係数は一般の者と同等の場合には1となり、就業率や生産力が低下すると小さな値となる。
(6)アンケート調査結果の反映

　今年度実施された「がんと就労に関するアンケート調査」では、回答した乳がん経験者が現在どの程度仕事を休む必要があるか、また仕事をしている場合でもどの程度の生産力低下が生じているかを調査している。就業率の低下に関しては、本来、就業率すなわち仕事に就いている割合を用いるべきであるが、サンプル数が限られているため、今回は「この12ヶ月間で今回の病気のために仕事や家事を休んだ日数」および「仕事や家事を減らした日数」とその程度を用いて就労ができない日数の割合とし、就業率係数の算出に用いた。また生産力の低下については、「最近2ヶ月間のあなたの職業における生産性」を0（生産性がない）から10（生産性は非常に高い）で回答した値を用いて生産力係数の算出に用いた。
（倫理面への配慮）

　本研究は、公表されているデータおよび、本研究事業で実施した、回答者が同意した無記名のアンケート調査の集計結果から労働損失の推計を行うものであり、倫理的な問題はないものと考えられる。
Ｃ.研究結果

　アンケート調査結果から、年間の仕事や家事ができない日数およびそれによる労働損失を推計すると表１の通りである。

　なお、今回のアンケート調査では、男性の対象者が少数であったため、女性の集計結果のみを用いた。そのため、労働損失の推計も女性に限定している。

　年間の労働損失日数は全体での平均では、16.1日であった。年齢階級別にみると、30代が28.0日と最も多く、次いで50代が17.0日、40代が15.4日となっていた。ただしサンプル数が限られているため、年齢階級別の差については注意が必要である。
調査で得られた値は仕事や家事を休んだあるいは減少した日数となっているため、その日数分の労働損失を算出することも考えられるが、別の考え方として、これには家事を休んだ日数も含まれるため、この日数のうち仕事をしている日数を考慮するため、就業率をかけて推計する方法も考えられる。そこでこの２つの方法での推計を行った。
　まず仕事や家事を休んだあるいは減少した日数を全て労働損失と考えると、年間の労働損失金額は休んだ日数の多い30代では約42万円、40代、50代では約25万円前後、全年齢の平均では24万円となっていた。各年代の就業率を考慮した場合には、30代で約27万円、40代、50代で約17万円前後、全年齢の平均では16万円と推計された。

　また調査においては、診断後１年目の労働損失日数についても尋ねているため、参考としてこの日数を用いた労働損失の推計も試みた（表２）。診断後１年目では労働損失日数が全体の平均で80.5日と多く、労働損失金額としては約122万円であった。特にステージIIb～IVで労働損失日数が多くなっていた。
　アンケート調査の結果を昨年度の研究における受療日以外の労働損失に応用するため、以下の値を用いた。就業率係数は賃金センサスから得られる年間の平均労働日数（246日）に対する調査結果での年間平均労働損失日数（16日）を1から減じた値とし、1-16/246=0.935とした。生産力係数については、アンケート調査から、0（生産性がない）から10（生産性は非常に高い）の回答結果の平均が8.5であったため、これを用いて0.85とした。

これにより（商業率係数×生産力係数）の積は0.935×0.85=0.795となり、これを昨年度の推計結果に当てはめると、約491億円となった（図１）。

これに昨年度推計した女性の乳がんに関する受療日の労働損失約551億円を足し合わせると合計で罹病による労働損失は約1042億円と推計された（表３）。
Ｄ.考察
　本研究では、乳がん経験者に対する「がんと就労に関するアンケート調査」を用いて、昨年度研究で不明確であった受療日以外の労働損失日数の推計を行った。調査対象が限定されていることから女性の乳がんに関する推計のみとなったが、年間の労働損失が491億円、これに昨年度推計した受療日の労働損失551億円を足すと合計で1042億円という値となった。アンケート調査による就労の状況を考慮して本推計を行えたことは意義があると考えられる。ただし、サンプル数が限られているため、年齢階級別等の推計には注意を要する。また参考として、診断後１年目の労働損失も算出したが、直近１年間の平均24万円に対して診断後１年目ではそのおよそ5倍となる122万円となっていた。診断後１年目の損失は大きいものと考えられる。
　今後、がん患者の就業を促進する対策により就業状況を改善することができれば、これらの労働損失の一部は減らすことができると考えられ、社会的には大きな影響があることから、就業対策を推進することの意義があると思われる。
　今回は乳がん経験者に対するアンケート調査を利用したため、本結果を他のがん種別にそのまま当てはめることは適当でない。今後、類似の調査等により様々ながん種別での推計ができれば、がん全体での労働損失の状況およびその対策による経済的な影響の推計ができるものと期待される。
Ｅ.結論
　本研究では、乳がん経験者に対する「がんと就労に関するアンケート調査」を用いて、女性の乳がんに関する受療日以外の労働損失日数の推計を行った。その結果、年間の労働損失が491億円、これに昨年度推計した受療日の労働損失551億円を足すと合計で1042億円と推計された。今後、がん患者の就業を促進する対策により就業状況を改善することができれば、これらの労働損失の一部は減らすことができると考えられ、社会的には大きな影響があることから、就業対策を推進することの意義があると思われる。
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Ｆ.研究発表

　特になし
Ｇ.知的財産権の出願・登録

特に記載するべきものなし
表1　女性乳がん経験者の年間労働損失日数と労働損失金額の推計

[image: image1.emf]20代 30代 40代 50代 60代 全体

年間労働損失日数（日） 2.0 28.0 15.4 17.0 4.8 16.1

１日あたり賃金（円） 12,475 15,223 16,040 15,242 11,561

年間労働損失金額（円） 24,950 426,253 246,776 259,247 55,638 244,018

就業率を考慮する場合

就業率（%） 68.5 64.0 70.5 66.2 35.7

１日あたり賃金×就業率（円） 8,545 9,743 11,308 10,090 4,122

年間労働損失金額（円） 17,091 272,802 173,977 171,621 19,835 164,525


「がんと就労に関するアンケート調査」から算出
表２　診断後１年目の労働損失の推計
[image: image2.emf]ステージ 0 I Ⅱa Ⅱb Ⅲ Ⅳ 全体

年間労働損失日数（日） 42.8 66.4 64.8 190.5 127.8 100.0 80.5

年間労働損失金額（円） 678,108 1,042,790 993,006 2,809,637 1,973,764 1,580,034 1,228,129


「がんと就労に関するアンケート調査」から算出
表３　乳がんの罹病による労働損失
[image: image3.emf]（百万円）

受療日の労働損失 55,166

受療日以外の労働損失 49,064

計 104,230


図１　受療日以外の労働損失の推計（2011年度、女性）
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研究要旨


がんにかかる社会的な費用は医療費だけではない。がんに罹患したことにより労働ができないことも、社会的には重要な影響として挙げられる。本研究では、乳がん経験者に対する「がんと就労に関するアンケート調査」を用いて、女性の乳がんに関する受療日以外の労働損失日数の推計を行った。


その結果、年間の労働損失が491億円、これに昨年度推計した受療日の労働損失551億円を足すと合計で1042億円と推計された。今後、がん患者の就業を促進する対策により就業状況を改善することができれば、これらの労働損失の一部は減らすことができると考えられ、社会的には大きな影響があることから、就業対策を推進することの意義があると思われる。












